














































































































































































































































































































































































































































































































































　　　　た，ヘルマンFriedrich B.W.v. Hermann, 1795-1868に由来する，いわゆ
　　　　る賃金の，需要への，つまり消費者の支払いへの，依存という，ドイツ理
　　　　論で解明されるのでもない。むしろ，この両理論の，まさにありうべき統
　　　　合，しかも」ワーグナーの見解によれば，「必然的な統合といったものに
　　　　よってのみ，解明されるのである」1），と。
　　　　　かかる「統合」は，いかにしてなされるのであろうか。とにかくこれは，
　　　　私には明らかではない。私見によれば，むしろいま述べたヘルマンの理論
　　　　は，単に概念の取りちがえにもとづいたものとして，説明されざるをえな
　　　　い。「需要，つまり消費者の支払いは」，それが労働への需要，つまり，労
　　　　働への支払いに移行するときにのみ，すなわち，消費者たちの貨幣が資本
　　　　に変えられるときにのみ，賃金引きあげというものに，契機をあたえうる
　　　　であろう。これはしかし，必然的に消費者たちの消費の，かなり長い，な
　　　　いしは短い延期を必要とするであろう。
　　　　　すべての理論的要請に対応するために，いかに賃金基金説を完全化し，
　　　　かつ改善するか，ということ。これについては，第１論考で詳細に論じて
　　　　おいた2）。もしそこで展開された，ベームーバベルクに由来する労働賃金
S. 141　の理論〔新賃金基金説〕を基礎とするならば，ワーグナーの主張は，その
－31(112)－
すべての本質的な点において，なお保持できるであろう。産業資本の減少
というものは，他の事情にして等しければ，たとえそれに比例的なほどで
はないにせよ，平均的労働賃金の引きさげというものを，疑いもなく招来
するであろう。
　しかし，充分明晰には殆ど強調されえないほどの，一つの〔重要な〕事
情が，なおこれに付け加わる。すなわち，単に賃金所得の引きさげという
ものだけではなく，もちろん，同じく利子率および資本利潤の引きあげと
いうものも，資本供給の減少のために生ぜざるをえないのである。資本が
非常にゆたかに存在するであろう極端な場合には，この利子率の上昇は，
資本家たちをして，かれらが被った資本喪失にたいして，完全に埋め合わ
せさせることができるであろう。しかも，資本喪失が租税の方途で，した
がって，国家のなんらかの償還義務を伴わずに成立した場合でさえ，そう
であろう。　しかし，その貨幣を単なる借入れの方法で国家に自由に使わせ
る場合には，資本家たちはｰないしは流動資本資産の所有者たち，と
いった方がヨリよいｰいまや二重の利益をうる。すなわち，かれらは
「犠牲にされた」資本部分からも，並びに残された資本部分からも，通常取
得しうる以上に高い利潤率というものを，うるからである。
　資本家たちが納税者として，将来その公債利子の調達に協力せざるをえ
ないことは，真実である。しかしこの不利益は，必ずしも取得した利益と
釣り合うほどであるにはおよばない。国家の起債が，たとえば戦争遂行の
ためといった，ごくふつうの見解での純不生産的目的のためになされた場
合でさえも，それは資本家たちに純利得というものを残しうるのである。
他方，このときには，おのずから明らかのように，無所有の階級の負担
は，それだけ一層重苦しい状態たらざるをえない。
　かかる流儀で，公共の難局というものが，一定の社会階級によって，他
の階級を犠牲にしての，物的利益のぶんどりとなりうることは，明らかに
今日の法状態の，重大な異常性というものを形成している。そしてこれは。
　　　　　　　　　　　　　　－30（113）－
　　　　同時に，全くは看過しえない危険というものｰおそらくは，近代的経済
　　　　関係に特有な，ただ一つの「戦争の危険」-を形成しているのである。
　　　　　　今日の国家経済生活における，このような痛い所を決然とあばき，また，次の
　　　　　ように，その治療への一つの方途を示したことは，ワーグナーの偉大なる功績で
　　　　　ある。すなわち彼は，この場合経費充当を，少なくとも部分的には，租税によっ
　　　　　てなすこと，さらに，このために必要な（伸縮的所得税，特殊戦時諸税，等々
　　　　　の）租税諸機構の予めの創設の必要性を，はっきりと強調したのである。周知の
S. 142　　　ように，近時イギリスでは，ますますこの道に足をふみ入れるようになった。そ
　　　　　してこれは，イギリス帝国の有産階級の平和を愛する心のためには，少なからざ
　　　　　る貢献をなしうるものであろう。
　　　　　他方において，臨時経費の場合には，たとえ租税の方途でなされるにし
　　　　ても，入用充足はしばしば，ただ流動資本の一部の吸収によってのみ，な
　　　　されうるのだ。もし人が，たいていの場合に圧倒的に有産階級が背負うで
　　　　あろうような充足様式に，無造作に賛成すべく，かれらに要請するとしよ
　　　　う。私見によれば，この場合には，かれらにたいして，不当に大きな要請
　　　　をなすことになるのである。
　　　　　　これに加え，さらに，公債による充足は，純国民経済的に考えると，確かに多
　　　　　くの場合，経済的にヨリ正しい充足でさえある。なぜならば，（ワーグナーの引用
　　　　　しているラフィットの言葉によれば），公債は「資本をそれが存在している所か
　　　　　ら取る。しかし租税は,資本の存在していない所から資本を取る」“がゆえに。し
　　　　　かも公債は，とくに外国資本の参加を，はるかに容易にするのである。
－29(114)－
　　　　　まさにここでこそ，すべての面に向かって公正が遂行されなければなら
　　　　ない。租税によるか，あるいは公債によるか，という充足様式の選択，並
　　　　びに，租税充当では支出自体のために，起債充当では将来の公債の分割償
　　　　還のために，必要となる諸租税の分配。　しかしこの公正は，私見によれ
　　　　ば，議会の相対的満場一致のもとでのみ決定されてよいケースよりも，決
　　　　してヨリよい方途，ないしは，そもそも別の方途というものでは，おこな
　　　　われえないのである。そして，相対的満場一致が達成されない場合には，
　　　　その経費自体が取りやめとされるのである。
　　　　　その経費が「必然的なもの」として，「社会の生存条件」として，等々と
　　　　考えられるがゆえに，その取りやめが不可能な場合があるとしよう。-
　　　　さてこの場合には，この経費は本来，ここに述べられた経費カテゴリーに
　　　　属するものではない。むしろ，すでに述べたように，その充当様式のため
　　　　には，憲法自体の内に，特別の規定が予め含まれておるべき，経費カテゴ
　　　　リーに属しているのである。（特殊戦時諸税の創設についての，上に述べたヮー
　　　　グナーの提案を参照）。しかし人は，権力を保持している多数派というもの
　　　　が，大きな利害関心をもっているものを，無造作に政治的・社会的必然と
　　　　同一視しないよう，用心すべきである。その他の人々といえども，だが，
　　　　結局は人間であり，社会の構成員である。そして，かれらの利益は,少なく
　　　　とも公益の一部を形成しているのである。愛国心を自分の利益のためにの
　　　　み要請すること。これについては，もちろん，個々のいかなる国民階級に
　　　　もその権利はないのだ。祖国の不運を，ときとして利益ある資本投下へと
S. 143　利用する嫌疑を，全くは免れない階級には，最もその権利がないのである。
　　　　　　付記
　　　　　　本邦訳は，平成５年度成城大学特別研究助成による共同研究「近代西欧におけ
　　　　　る文化・思想・社会・経済の発展の比較史的研究」および「社会および経営シス
　　　　　テムの諸要素に関する数理論的・計量的研究」における，訳者らの分担分の研究
　　　　　成果の一部を公表したものである。
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